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株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
第107期中間期の株主通信をお届けするにあたり、一言ご挨拶を申し上げます。
当期は2014年5月に策定した第4次中期経営計画の最終年度となりますが、貸借取引業務をは
じめとした既存業務の深耕に加えて、取引サービスの拡充や新規取引先の開拓などの諸施策
に引き続き取り組んでまいりました。
当社を含め金融機関を取り巻く収益環境は厳しい状況が続いておりますが、第107期第2四半
期（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで）における当社グループの業績は、連結営業
収益は106億円（前年同期比7.0％減）、同経常利益は20億円（同2.6％減）、親会社株主に帰属
する四半期純利益は17億円（同0.7％増）と前年並みを確保しました。
中間配当につきましては、収益状況などを総合的に勘案し、1株当たり8円といたしました。
なお、各業務別における第2四半期の業績状況および株主の皆様への利益還元方針については、
次頁以降でご案内しております。
株主の皆様におかれましては、引き続き日証金グループへのご支援を賜りますよう、お願い
申し上げます。

2016年12月

トップメッセージ

営業収益 経常利益 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

⃝‌�貸借取引貸付を中心に営業貸付金の残高が
低調に推移した結果、前年同期比で減収

10,683百万円（前年同期比△7.0％） 2,049百万円（前年同期比△2.6％） 1,747百万円（前年同期比＋0.7％）
⃝‌�持分法による投資損益が悪化したことなどか

ら前年同期比で減益
⃝‌�貸倒引当金や退職給付にかかる税効果会計

による法人税等調整額の減少により増益

業績ハイライト
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業務別の営業収益（単位：百万円）

連結貸借対照表の概要（単位：億円）

✓有価証券担保による貸付と国債などの信用力の高い有価証券が中心
✓低金利を背景に「営業貸付金」と「有価証券」の残高が減少

✓短期金融市場から「コールマネー」や「CP」などにより低金利で調達
✓貸付金や有価証券の残高減少に伴い資金調達額も減少

【資産の部】 【負債の部】

貸借取引業務

公社債・一般貸付業務

有価証券貸付業務

信託銀行業務

不動産賃貸業務

その他の業務

信用取引の決済に必要な資金・
株券を証券会社に貸付

証券会社の運転資金などの貸付・インターネッ
ト等を利用した個人・事業法人への貸付など

証券会社などへの債券・株券の貸付

顧客分別金信託等の信託業務と有
価証券運用、貸出等の銀行業務

当社グループ所有の不動産の賃
貸・管理

国債などの有価証券の運用ほか

●融資・貸株残高の減少により前年同期比で減収

●‌�コムストックローンは堅調だったが、金融商品取引業者向け
を中心に貸付残高が減少した結果、前年同期比で大幅な減収

●‌�一般貸株は前年同期比小幅な減収となったものの、債券営業
では有価証券の借入需要が高まり前年同期比で大幅な増収

●信託報酬および保有国債等の売却益が前年同期比で増加

●管理テナントが満室となり、前年同期比で増収

●外国国債等への投資が寄与して前年同期比で横ばい
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　当社のホームページは、前回のリニューアル後、約10年が経過しており、IT進化に対応できない面がみられるほか、
アクセス集中によって繋がりにくい状態となりご利用の皆様にご不便をおかけする事態も発生しました。
　このため、株主の皆様をはじめ、制度信用取引をご利用いただいている投資家の方々などにも使いやすいホーム
ページとなるよう、今般、全面的なリニューアルを実施しました。
　今後も、積極的な情報発信と更なる内容の充実に努めてまいります。

制度信用取引をご利用の方々か
らのアクセスが多いため、新た
に貸借取引情報専用のサイトを
構築しました。
「http://www.taisyaku.jp/」

従来のサイトは、株主の皆様や
投資家の方々に向けたIR情報に
特化し、デザインを全面刷新し
ました。
「http://www.jsf.co.jp/」

株主還元について

▪取得期間：2016年5月～2017年3月
▪取得しうる株式の総数：200万株
　（発行済株式に対する割合：2.1％）
▪取得価額の総額：10億円

2016年度における自己株式取得枠

当社は、株主の皆様への⻑期安定的な利益還元を経営の重要な課題と位置付けております。
配当・⾃⼰株式取得についての基本⽅針は以下の通りです。

• ‌�連結配当性向60％程度＊を下回らな
いものとし、連結株主資本配当率＊

（DOE）も勘案しながら利益還元する

• ‌�株主還元の更なる充実を図る観点か
ら、当社の収⽀状況や株価⽔準など
を勘案しながら、今後も適宜⾃⼰株
式を取得していく

＊「連結配当性向」・・・連結当期純利益に対する配当の割合
＊「DOE」・・・資本に対して効率よく配当を出しているかを⾒る指標

配 当

⾃⼰株式取得

■一株当たり配当金
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～ 当社ホームページを全⾯リニューアル ～



会社概要（平成28年9月30日現在）

株式情報

株式についてのご案内

役員⼀覧（平成28年9月30日現在）

⼤株主

▪ 商 号 日本証券金融株式会社
JAPAN SECURITIES FINANCE CO.,LTD.

▪ 証 券 コ ー ド 8511

▪ 設 立 昭和2年7月

▪ 創 業 昭和25年2月

▪ 資 本 金 100億円

▪ 主な事業内容 貸借取引貸付、公社債・一般貸付、有価証券貸付

▪ 従 業 員 数 255名

▪ 本 店 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号

代表取締役会⻑ 増　渕　　　稔 常 勤 監 査 役 源　太　忠　彦
代表取締役社⻑ ⼩　林　英　三 常 勤 監 査 役 浜　⽥　雅　⾏
代表取締役副社⻑ 樋　⼝　俊⼀郎 常 勤 監 査 役 ※飯　村　修　也
専 務 取 締 役 織　⽴　敏　博 監 査 役 ※神　⼭　敏　夫
常 務 取 締 役 ⼩　⽥　康　史 上席執⾏役員 ⽥　中　　　豊
常 務 取 締 役 福　島　賢　⼆ 執 ⾏ 役 員 平　間　靖　浩
常 務 取 締 役 前　⽥　和　宏 執 ⾏ 役 員 村　澤　輝　郎
取 締 役 ※今　井　　　敬
取 締 役 ※前　　　哲　夫
取 締 役 ※篠　塚　英　⼦
※は社外役員

株式の状況

▪発行可能株式総数� 200,000千株
▪発行済株式の総数� 100,000千株
▪株主数� 13,335名

株主名 持株数
（千株）

持株⽐率
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,502 5.50

公益財団法人資本市場振興財団 4,810 4.81

JP MORGAN CHASE BANK 385632 4,777 4.77

株式会社みずほ銀行 4,536 4.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 2,962 2.96

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE IEDU UCITS 
CLIENTS NON LENDING 15PCT TREATY ACCOUNT 2,908 2.90

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 2,063 2.06

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,969 1.96

RBC ISB A/C DUB NON RESIDENT/
TREATY RATE UCITS-CLIENTS ACCOUNT 1,650 1.65

日本証券代行株式会社 1,460 1.46
※上記のほか、自己株式が3,033千株あります。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
定時株主総会基準日 3月31日
剰余金の配当基準日 期末配当 3月31日

中間配当 9月30日
単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号

日本証券代行株式会社
同事務取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号

日本証券代行株式会社　本店
郵便物送付先 
お問合わせ先

〒168-8620　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
日本証券代行株式会社　代理人部

0120-707-843
同 取 次 窓 口 日本証券代行株式会社の支店および

三井住友信託銀行株式会社の本支店
（「コンサルティングオフィス」「コンサルプラザ」
「i-Station」を除く）

特別口座の口座管理機関 日本証券代行株式会社
照 会 先 同社代理人部　 0120-707-843
※（旧）大阪証券金融株式会社に係る特別口座の管理機関について

当社と大阪証券金融株式会社の合併の効力発生日の前日である2013年7月21日にお
いて、大阪証券金融株式会社の株式を特別口座でご所有の株主様につきましては、三
菱UFJ信託銀行株式会社が特別口座の口座管理機関となっています。
ご不明な点は以下の照会先までお問合せください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部　 0120-094-777

公 告 方 法 当社ホームページ（http://www.jsf.co.jp）に電子
公告により掲載します。なお、電子公告をすること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

住所などの届出事項の変更手続について
1．‌�住所などの届出事項の変更手続につきましては、口座を開設されて

いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口
座を開設されている証券会社等にお問合せください。

2．‌�特別口座に記録された株式に関する各種手続につきましては、左記
特別口座の口座管理機関にお問合せください。

　　※‌�「特別口座」とは、株券電子化が実施されるまでに証券会社を通じて株券を「ほ
ふり（証券保管振替機構）」に預けていなかった株主の皆様の権利を確保するため
に開設された口座のことです。

自己株式
3,033千株
（3.0％）

金融機関
26,884千株
（26.9％）

証券会社
6,964千株
（7.0％）

その他の国内法人
9,211千株
（9.2％）

個人・その他
24,325千株
（24.3％） 発行済株式の総数

100,000
千株

外国人
29,580千株
（29.6％）


